第7章 　定年、退職及び解雇
［例１］　定年を満６５歳とする例（この事例は中小企業では少ないと思われますが、今後、定年65歳に法律上引き上がることを想定した対応は必要になります。）
（定年等）
第1条 　労働者の定年は、満６５歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職とする。
［例2］定年を満６０歳とし、その後希望者を継続雇用する例
（定年等）　
第４９条　 労働者の定年は、満６０歳とし、定年に達した日の属する月の末日（給与の締日基準や、年度末基準でもよい）をもって退職とする。
２　前項の規定にかかわらず、定年後も引き続き雇用されることを希望し、解雇事由又は退職事由に該当しない労働者については、満６５歳までこれを継続雇用する。
３　定年再雇用については、別に定める「定年再雇用規程」に定めるところによる。
（退職）
第2条 　前条に定めるもののほか、労働者が次のいずれかに該当するときは、退職とする。　
1 退職を願い出て会社が承認したとき、又は退職願を提出して60日（民法の定めにより14日で退職は出来る）を経過したとき
2 期間を定めて雇用されている場合、その期間を満了したとき
3 第９条に定める休職期間が満了し、なお休職事由が消滅しないとき
4 死亡したとき
5 定年に達したとき
6 解雇されたとき
7 その他、退職につき労使双方が合意に達したとき
8 従業員の行方が不明となり、1か月以上連絡がとれない場合であって、解雇手続きをとらないときは、その1か月を経過した日
２　労働者が退職し、又は解雇された場合、その請求に基づき、使用期間、業務の種類、地位、賃金又は退職の事由を記載した証明書を遅滞なく交付する。
（自己都合の退職手続）
第○条　労働者が自己の都合により退職しようとするときは、原則として退職予定日の60日前までに会社に申し出なければならない。退職の申出は、退職願を提出することによるものとする。
２　退職願が上長に受理された時点で、会社がその意思を承認したものとみなし、原則として、労働者はこれを撤回することはできない。
（解雇）
第3条 　労働者が次のいずれかに該当するときは、解雇することがある。
1 　勤務状況が著しく不良、もしくは勤務意欲が低く、改善の見込みがなく、労働者としての職責を果たし得ないとき。
2 　勤務成績又は業務能率が著しく不良で、向上の見込みがなく、他の職務にも転換できない等就業に適さないとき。
3 特定の地位、職種又は一定の能力を条件として雇い入れられた者にもかかわらず、能力又は適格性に欠け、果たすべき職責が全うできないと認められるとき。
4 　業務上の負傷又は疾病による療養の開始後３年を経過しても当該負傷又は疾病が治らない場合であって、労働者が傷病補償年金を受けているとき又は受けることとなったとき（会社が打ち切り補償を支払ったときを含む。）。
5 　私傷病により労働能力を喪失したとき。
6 　精神又は身体の障害により業務に耐えられない又は労務提供が不完全ととき。
7 　試用期間における作業能率又は勤務態度が著しく不良で、労働者として不適格であると認められたとき。
8 　会社内外を問わず、暴力・暴言等社会的規範から逸脱した非違行為を繰り返し、労働者としての適性が無いと認められるとき。
9 　第６６条第２項に定める懲戒解雇事由に該当する事実が認められたとき。
10 　事業の運営上又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない事由により、事業の縮小又は部門の閉鎖等を行う必要が生じ、かつ他の職務への転換が困難なとき。
11 　その他前各号に準ずるやむを得ない事由があったとき。
２　前項の規定により労働者を解雇する場合は、少なくとも３０日前に予告をする。予告しないときは、平均賃金の３０日分以上の手当を解雇予告手当として支払う。ただし、予告の日数については、解雇予告手当を支払った日数だけ短縮することができる。
３　前項の規定は、労働基準監督署長の認定を受けて労働者を第６６条

 REF _Ref490574084 \n 第６５条第１項第４号に定める懲戒解雇にする場合又は次の各号のいずれかに該当する労働者を解雇する場合は適用しない。
1 　日々雇い入れられる労働者（ただし、１か月を超えて引き続き使用されるに至った者を除く。）
2 　２か月以内の期間を定めて使用する労働者（ただし、その期間を超えて引き続き使用されるに至った者を除く。）
3 　試用期間中の労働者（ただし、１４日を超えて引き続き使用されるに至った者を除く。）
４　第１項の規定による労働者の解雇に際して労働者から請求のあった場合は、解雇の理由を記載した証明書を交付する。
（退職勧奨）
第〇条　前条（解雇）第1項各号に該当した場合において、解雇に先立ち、会社は当該労働者に退職を勧奨することがある。
２　退職勧奨においては、会社は当該労働者と退職合意書を取り交わし、雇用関係を終了する。
（解雇制限）
第○条　労働者が次の各号に該当するときは、当該各号に定める期間中は解雇しない。ただし、天災地変その他やむを得ない事由のため、事業の継続が不可能となった場合、又は労基法81条の打切補償を行った場合にはその限りではない。
　①　業務上の傷病による療養のために休業する期間及びその後30日間
　②　産前産後の女性労働者が休業する期間及びその後30日間
２　労働者が療養の開始後3年を経過した日において労働者災害補償保険法に基づく傷病補償年金を受けているときは当該3年を経過した日、又は療養の開始後3年を経過した日後において傷病補償年金を受けることとなった場合は、当該傷病補償年金を受けることとなった日において、それぞれ、前項の打切補償を行ったものとみなす。
（業務の引継義務）
第〇条　労働者は、退職又は解雇の際は、遅滞なく業務引継書を提出し、会社の指定する者に業務の引継を行わなければならない。業務引継ぎを適切に行わない場合は、懲戒処分の対象とし、退職金を減額もしくは不支給とすることがある。
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